
［保険医及び保険薬剤師の使用  

医薬品（告示）］  

新規告示  

～1臥3［老人保健法の規定による  

医療に要する費用の嶺の算定に  

関する基準（告示）］  

→18．4～【診療報酬の算定方法］  

［要介護被保険者等である患者  

について医療を要する費用の療  

を算定できる場合】  

後期高齢者医療の療養の給付に要する費用  

の転の算定に関する基準（診療報酬）  

新規告示  

［老人入院時食事療養費にかか  

る食事療養の費用の鎮の算定に  

関する基準】  

食事療養に要する費用の額の算定基準  

◇健康保険法に基づく同基準の例によるも   

のとする。  

第74条第2  

項  

新規告示  

［老人保健法の規定による医療  

並びに入院時食事療養費及び特  

定療養費にかかる療養の取扱い  

及び担当に関する基準］  

入院時食事療養費に係る療養の取扱い担当  

基準  

生活療養に要する費用の額の算定基準  新規告示  第75条第2  

項  

入院時生活療養費に係る療養の取扱い担当  

基準  

新規告示  

第76条第2  

項第1号  

新規告示  

［老人保健法第17条第2項の規  

定に基づき厚生労働大臣が定め  

る療養（告示）］  

［老人保健法第31条の3第1項に  

規定する療養についての費用の  

額の算定に関する基準（告示）］  

保険外併用療養費に係る療養に要する費用  

の額の算定基準  

保険外併用療養費に係る療養の取扱い担当  

基準  

新規告示  

［老人保健法の規定による医療  

並びに入院時食事療養費及び特  

定療養費にかかる療養の取扱い  

及び担当に関する基準（告示）］  

第78条第1  

項  

指定訪問看護事業者の指定を受けることが  

できる者  

－40隅  

新規告示  

［指定訪問看護事業者の指定を   



受けることができる者（告示）］  

指定訪問看護に要する費用の額の算定基準  新規告示  

【老人訪問看護療養費にかかる  

指定老人訪問看護の費用の額の  

算定に関する基準］  

［訪問看護療養費及び老人訪問  

看護療養費に係る訪問者護ステ  

ーションの基準等（告示）】  

◇訪問看護療養真の支給に係る費用の請求   

手続  

◇診療報酬請求書、診療報酬明細書の様式  

◇診療報酬請求書等の提出日  

訪問看護請求省令（準用された  

第70条第7項により委任）  

［老人訪問看護療養費、訪問看  

護療養費等の請求に関する省  

令〕  

［老人訪問看護療養費、訪問看  

護療養費等の請求に関する省令  

第1条第1項第8号の規定に基づ  

き厚生労働大臣が定める医療に  

関する給付（告示）］  

◇訪問看護療養費等の請求に係る医療に関   

する給付として、特定疾患研究事業による   

治療研究に係る医療の給付等  

指定訪問看護事業の運営基準  新規告示  

［指定訪問看護及び指定老人訪  

問看護の事業の人員及び運営に  

関する基準］  

第79条第1  

項  
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（3）施行後に制定するもの  

＜後期高齢者負担率＞（平成21年度中に政令公布、平成22年4月1日施行）  

法線の条項  四   内  
容   

法令の形式［現行法令の規定］   

第100条第3  政令  平成22年度以降の後期高齢者負担率   新規政令or負担金算定政令   

項  ◇100分の10から、若人人白の減少率の2  ［平成十八年度における老人保  

分の1の割合で引き上げた率を定める。   健法による医療糞拠出金の額の  

（注1）平成22年度以降の後期高齢者負担  算定に係る割合及び率を定める  

率＝10％＋平成20年度の若人負担割合  政令］  

（約4割）×平成20年度から改定年度まで  

の若人減少率×1／2  

（注2）若人減少率＝（平成20年度の若人人  

ロー改定年度の若人人口）／平成20年度  

の若人人口   
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早∴医療保険と介護保険を合わせた自己負担限度額（高額介護合算療養責）の創設  

【高齢者の医療の確保に関する法律施行令の制定】（19年4月目途公布、20年4月1日施行）  

法律の関係条項   該当箇所   内 容   

第85条第2項   前条［第糾条】第2項（高  後期高齢者医療め高額療養費算定世帯内で後期高齢  

額療養費の支綺要件、  者医療の自己負担額と介護保険の自己負担額を合算  

支給額その他高嶺療養  し、年間限度額（高鍍介護合算療養費算定基準額）を超  

費の支給に関して必要  える場合に高額介護合算療養費を支給すること、年間  

な事項は、～政令で定め  

る。）の規定は、高額介  

護合算療養費の支給に  

ついて準用する   
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Ⅱ 現役並所得者の患者負担の見直し等（平成18年  

10月施行関係）   



Ⅱ 現役並所得者の患者負担の見直し等（平成18‡年TO月施行関係）  

1．高額療養費の自己負担限度額の見直し  

○ 賞与を含む報酬総額に見合った水準となるよう、引き上げる。  

ただし、低所得者（低所得Ⅱ、Ⅰ）については据え置く。  

＜70歳以上の自己負担限度額＞  

（外来） （世帯）  （外来） （世帯）  

100円＋1％  400円 80   現役並所得者 40  72．300円＋1％ →  200円  

（多数該当44，400円）  （多数該当40，200円）  

400円  般 12，000円 40，200円  →12．M円  

［据え置き］   

2．療養病床に入院する70歳以上の高齢者に係る食責・居住費の負担  

○ 療養病床に入院する70歳以上の高齢者について、   

t 食草について、食材料費及び調理コスト相当を負担（月額4．2万円）   

一 居住費について、光熱水費相当を負担（月額1．0万円）  

○′低所得者については、所得の状況に応じて、負担の軽減を図る。  

1低所得Ⅱ （住民税非課税世帯）  月鏡3．0万円   

㌧低所得Ⅰ②（年金受給額80万円以下等） 月嶺2．2万円  

・低所得Ⅰ①（老齢福祉年金受給者）  月額1．0万円  

※砥は、食費・居住費を合わせた籠。  

※老年者に係る住民税非課税措置の廃止に伴う経過措置（18年8月   

～20年7月）の対象者の負担額は、次のとおり。  

18年8月～9月  2．0万円（低所得Ⅱ）  

18年10月～20年7月 3．0万円（見直し後の低所得Ⅱ）  

20年8月～  5．2万円（一般）  
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（老齢福祉年金受給者）  

18年8月～9月  1．0万円（低所得Ⅰ）  

18年10月～20年7月 2．2万円（見直し後の低所得Ⅰ②）  

20年8月～  5．2万円（一般）  

○ 負担額が現行水準にとどまる患者  

入院医療の必要性の高い状態（人工呼吸器、中心静脈栄養等を要する者  

や脊髄損傷（四肢麻痔が見られる状態）、難病等）が継続する患者等につ  

いては、現行どおり、食材料費のみを負担することとする。  

＜限度額適用・標準負担額減額認定証の表記＞  

現行の低所得Ⅰの対象者については、新たに、低所得Ⅰと低所得Ⅱの2   

つに区分されることとなることから、限度親適用・標準負担額減額認定証   

の「適用区分」欄について、次のように表記する。  

・低所得Ⅰ②（年金受給額80万円以下等） →「区分I」  

・低所得Ⅰ①（老齢福祉年金受給者）  →「区分Ⅰ（老福）」  
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Ⅲ 後期高齢者医療制度について（平成20年4月施   

行関係）   



Ⅲ 後期高齢者医療制度について（平成20年4月施行関係）  

1．後期高齢者医療広域連合の設立について（平成19年3月末まで）   

広域連合の設立のスケジュール等については、以下のとおりである。   

なお、以下の内容については、総務省と調整中である。  

（1）スケジュール  

・広域連合については、平成19年3月末までに設立する必要がある。  

・後期高齢者医療制度の施行は20年4月であるが、後期高齢者医療制度  

施行までの標準的なスケジュ」ル案は、【別添3】の通り。  

・各都道府県における広域革合の設立に向けた準備状況は、【別添4】のと  

お．りであり、3県において広域連合設立準備委員会が設置されたほか、  

大半の都道府県において、広域連合の設立に向けた具体的取組がなされ  

ている。  

・各都道府県においては、市長会・町村会等と相談しながら、引き続き、  

主導的役割をお願いしたい。  

・なお、法律の施行等の期限の範囲内で、地域の実情に応じて、スケジュ  

ールが変動することはありうる。  

（2）準備委員会の設置  

・準備委員会については、本年9月までに設置していただきたい。なお、  

これまでに設置された準備委員会の規約は【別添5】のとおりであるの  

で、参考としていただきたい。  
・なお、準備委員会の事務局の職員については、これまでの各都道府県の  

取組をみると、都道府県職員、市町村職員、国保連職員等で構成されて  

いる。  

（3）広域連合の設立   

一 広域連合と市町村との事務分担実については【別添6】のとおりである。  

・上記の事務分担案を踏まえたモデル規約案及び広域連合設立時に必要な  

条例・規則一覧は【別添7】のとおりである。なお、お示しするのはあ  

くまで標準的な例であり、地方公共団体を拘束するものではないことを  

念のため申し添える。  

・また、高齢者医療確保法第138条第1項において、広域連合は、被保険  

者の資格、後期嵩齢者医療給付及び保険料に関して必要があると認める  

ときは、被保険者等の収入の状況等につき、市町村等に対し必要な文書  
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の閲覧又は資料の提供を求めることができる旨規定されている。  

この規定に基づき、広域連合は、市町村の住基担当部局や税務担当部局  

に対して情報提供を求め、被保険者管理及び保険料賦課等を行うことと  

なるが、その際の市町村の対応については、現行の介護保険等における  

介護保険担当部局等に対する対応と同様の扱いであることを申し添える。  

上記については、市町村の事務を定める政令の制定と併せて、8月下旬  

に正式に通知する予定である。  

（4）広域連合の設立に関する支援   

■ 広域連合の設立に係る一時的経真については、別途連絡したとおり、  

老人医療費適正化補助金により補助することとしている。  

・また、国において、広域連合の被保険者管理・給付事務等に関するシス  

テム開発を行い、各広域連合に配布することとしている。  

・なお、地方厚生局においても、都道府県等からの相談等に応ずるととも  

に、各都道府県の広域連合の設立の進捗状況の把握に努めていただきた  

い。  
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【別添3】  

後期高齢者医療制度施行までのスケジュール（案）  
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【別添4】  

各都道府県における広域連合の設立準備状況  （平成18年7月6日現在）  

1．広域連合設立準備委員会を設置した都道府県［3県］  

広島県（6月14日設置）、滋賀県（7月1日設置）、長崎県（7月1日設置）   

2．広域連合設立準備委員会の設立のための検討会等を設置した都道府県［39都道府県］  

北海道、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、茨城県、 

新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、   

奈良県、和歌山県、鳥取県、岡山県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、熊本県、   

大分県、宮崎県、鹿児島県  

3．その他［5県］  

青森県、福島県、静岡県、島根県、沖縄県   



県  名   北 海 道   岩 手 県   宮 城 県   秋 田 県   

① 名  称  後期高齢者医療広域連合に係る幹事会   広域連合設立に向けたワーキンクサルーブ   後期高齢者医療広域連合準備検討会   
秋田県後期高齢者医療広域連合設立  
準備委具会の設立に関する検討会   

広域連合設立準備委員会を設置する  
② 位置付け   ための所要の検討、調整を行うための  

広域連合設立準備委鼻会を設置する   広域連合設立準備委員会の設立準備の  広域連合設立準備委員会の設立準備の  

幹事会  
ための所要の検討、調整を行う   ための検討会   ための検討会   

③設置年月日   平成18年5月25日設置   平成18年4月27日設置   平成18年6月21日設置   平成18年5月12日設置   

設立準備委員会の設置検討、広域   設立準備委鼻会の設置検討、情報   準備委員会規約案等の作成、情報収集  設立準備委鼻会を設立するための  
④業  務           連合設置のための事前準備   収集 等   等   所要の検討、調整 等   

［幹事会］   ［ワーキンググループ】   ［検討会】   ［検討会】  

・道  1名   ・県  8名   ・県市町村課  1名   ・県  1名  

・市町村■広域連合  6名   （医療国保課、保健福祉企画室、   ・県国保医療課  1名   ・市町村  10名  

・市長会  1名   長寿社会課及び市町村課）   ・市長会  1名   ・国保連合会  1名  

・町村会  1名   ・市町村  4名   ・町村会  1名   

・国保連合会  1名   ・市長会  1名  ■国保連合会  1名  計12名  
・町村会  1名  

計10名  ・国保連合会  1名  計 5名   （オブザーバー）  

⑤構成メンバー  ・市長A  l名  

※幹事会の下に「ワーキンクγループ」を設置。  計15名  ※検討会の下に「ワヰンゲグループ」を設置。  1名  

［事務局］  ［事務局］  ［事務局］   【事務局］  

・道   3名  ・県（医療国保課国保グループ）   ・県   ・県  

・市長会・町村会  4名  ・国保連合会  

・国保連合会  2名  

計9名  

⊥
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県  名   山 形 県   茨 城 県   栃 木 県   群 馬 県   

後期高齢者医療広域連合設立準備   
①名  称  

連絡調整会議   
茨城県後期高齢者医療広域連合準備   政策懇談会後期高齢者医療広域連合   群馬県後期高齢者医療広域連合  
委員会設立のための幹事会   委員会   検討会   

広域連合設立準備委員会の設立準備  広域連合設立準備委員会の設立準備の  広域連合設立準備委員会の設立準備   広域連合設立準備委員会の設置準備  
②位置付け  

への協力、情報収集   ための幹事会   のため、県と市町村が協議を行う会議   等のための検討会   

③設置年月日   平成18年6月5日設置   平成18年5月31日設置   平成18年6月27日設置   平成18年5月24日設置   

広域連合設立に向けた所要の検討・調整  広域連合現立準備委鼻会の組織・体制 の検  
④ 業  務   新制度に関する情報の収集・提供 等   等  等討  

広域連合の組織、体制、業務の検討等   
検討等   

［連絡調整会議コ   ［幹事会］   ［委員会1   ［検討会】  

・県長寿社会課  12名   ・県  4名   ・県（国保援護課）  4名  

・県市町村課   ・市町  10名  ・市町村   8名  

・市町村   
・市長会  3名   ・市町村  計14名  計12名  

・町村会  2名  2名  （オブザーバー）  

・国保連合会  3名  計16名  ・市長会 1名  ・県（市町村課）  1名  

・町村会 1名  ・市長会  1名  

⑤構成メンバー  計24名  ・町村会 1名  

・国保連合会  2名   

［事務局（準備作業チーム］  

計5名  

［事務局］  【事務局］  ・県  3名  

・市町  6名  ［事務局〕  

3名   ・国保連合会  ・国保連合会 2名   

・県   
計11名  

・
・
∽
一
I
 
 
 




